
空家等対策計画（第２期計画）策定の流れ

１ 空家等対策計画とは

 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第６条第１項に規定する市町

村の区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための空家等に関する対策について

の計画であり，法第５条第１項に規定する国が定める「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針」に即して定める計画のこと。

【計画に定める事項】（法第６条第２項）

 （１）空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する

   対策に関する基本的な方針

 （２）計画期間

 （３）空家等の調査に関する事項

 （４）所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

 （５）空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項

 （６）特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項

 （７）住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

 （８）空家等に関する対策の実施体制に関する事項

 （９）その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項

２ 計画の体系

 現行の計画においては，冒頭に「基本理念」を置き，「背景と目的」，「計画の位置付け」を明確

にした後，「現状と課題」を整理して「計画に定める事項」の（１）から（９）までを順に配置した

構成でしたが，第２期計画においては，空家等対策の取組をより効果的に進めるため，基本方針や施

策を体系的に整備することとします。
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空家等対策計画改定の趣旨

３ 計画改定の背景と目的 ５ 計画の期間

国：令和３年６月 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針

         特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針 を改正

市：令和２年７月 笠岡市立地適正化計画（策定）

  令和３年３月 笠岡市住宅マスタープラン（改定）

  令和４年３月 笠岡市都市計画マスタープラン（改訂）

社会情勢：人口減少や少子高齢化は更に進行している。（国勢調査結果）

国・市の動向を反映し，引き続き空家対策を実施（第２期計画を策定）

４ 計画の位置づけ

空家等の対策を効果的かつ効率的に推進するための基本的考え方，方向性及び対策等を示すもの

・空家等対策の推進に関する特別措置法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」

・市の最上位計画である「笠岡市総合計画」，都市計画の基本方針を示した「笠岡市都市計画マスタープ

 ラン」，住宅部門の基本計画である「笠岡市住宅マスタープラン」などの分野別計画等との整合・連携

第７次笠岡市総合計画空家等対策の推進に関す
る特別措置法

空家等に関する施策を総
合的かつ計画的に実施す
るための基本的な指針

「特定空家等に対する措
置」に関する適切な実施
を図るために必要な指針

（ガイドライン）

笠岡市都市計画マスタープラン
笠岡市住宅マスタープラン
その他関連する計画

笠岡市空家等の適切な管理に関する条例

笠
岡
市
空
家
等
対
策
計
画

・総合計画と整合を図るため，次期総合計画策定後の令和８年度まで（５年間）とする。

・国の空家等施策の動向や社会情勢の変化に対応するため，必要に応じて，中間年度（令和６年度）に

 見直しをする。

６ 計画の対象

【対象地区】笠岡市全域

【対象空家等】

  対象空家等は，法第２条第１項に規定する空家等とする。

「建築物」

又は  

「これに附属する工作物」

であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの

及び

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

 そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態        にあると認めら

 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態    れる空家等

 その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 （ 特定空家等）
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空家等の現状と課題
 【県内市町村の空家率】

 【空家数及び空家率の推移】 　　（平成３０年住宅・土地統計調査結果による）

 【県内市町村の６５歳以上高齢者世帯】

　　（国勢調査結果による）

 【相談件数の推移】

　（住宅・土地統計調査結果による）

７　空家等の現状

（平成３０年住宅・土地統計調査結果）

　・空家率・空家数ともに増加している。

（令和２年国勢調査結果）

　・人口減少が進み，笠岡市の人口は４６，０８８人

　・６５歳以上単身高齢者や高齢者夫婦のみ世帯数と割合が増加している。

（空家等の相談状況）

　・市民から寄せられた管理不全な空家等の相談件数は，平成２９年度以降，増加している。
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空家等の現状と課題

８ 空家等の課題

・人口が減少している。

・高齢単身者・夫婦のみ世帯が増加している。

・空き家の維持費・撤去費用が高く，そのまま放置してしまう。

・相続人が複数いるなどにより利活用までに時間がかかったり，相続が困難な状況も現れる。

・居住地域の空き家の存在情報を住民が把握していない。

・空き家が引き起こす問題の理解度が低い。

・空き家になってどんな負の影響を周囲に与えるかが認識されていない。

・相続人の調査に時間がかかるうえ，相続人が全員放棄や全員死亡している事例が少なくない。

・どんな家が「空き家」と呼ばれているのか，地域住民の認識が不足している。

・相続人が多数に及ぶ場合は，所有者等の特定に時間を要することがある。

【実態把握・発生抑制】

・空き家に関する助成金が少ない。（売手：家財処分）

・空き家バンクの活用例や制度の認知があまり広がっていない。

・空き家の活用等空き家対策の有効性が地域住民に認識されていない。

・相続人が多数に及ぶ場合は，相続人同士が被害者に与えている損害よりも，他方に押しつけること

 を優先して，解決が進まないケースがある。

・適正管理の通知を出しても，一切反応がなく，進展が見られないケースもある。

【適切な管理】

・空き家になると，動物・虫が住みついたり治安が悪くなる。

・草木，蜂の巣ほか環境面の相談も多く，対応する担当課があいまいなケースもある。

・特定空家等の認定に至らなかった建物をあえて放置し劣化を待つケースも見られる。

【危険な空家等】

 高齢者世帯の割合が高く，住宅数に占める空家数の割合も高いため，今後，更に空き家

が増加することが予想されます。これ以上空き家を増加させないため，所有者等の意識か

ん養や理解の増進，利活用の情報提供など，空家等の発生を抑制する取組を総合的に進め

る必要があります。

 空家等が周辺の生活に悪影響を及ばさないよう，所有者等が適切に管理をしていくこと

が重要となります。空家等が特定空家等になるおそれがある場合には，所有者等が現状を

把握し，自己の責任において適切な管理を行うよう促すとともに，状況に応じた支援を検

討する必要があります。

 管理意識の低下や経済的，法的な問題等から適切な管理が行われない空家等は，倒壊等

の危険な状態やその状態を放置することが不適切となり，周辺へ悪影響を及ぼす可能性が

あります。こうした事態を解消し，周辺の生活環境の保全を図るため，必要な体制や手続

等の整備をする必要があります。

【空家等により発生する問題から見えてくる課題】
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空家等対策に関する基本方針

９　基本理念

　現行の基本理念を踏襲しつつ，総合計画等に即した表記に修正

　【主な修正点】空家　→　空家等

　　　　　　　　「住みたい　住み続けたいまち　笠岡」づくり

　　　　　　　　　→　「元気・快適・ときめき　進化するまち笠岡」の実現

①空家等の適切な管理の促進

②空家等の有効活用の促進

③特定空家等への適切な対応

10　基本方針

行政・市民・関係機関の協働に

よる総合的かつ計画的な推進

～基本理念～

　今後も空家等の増加が予想される中，新たな空家等が発生しないよう，空家等について

の意識を広く市民の間で普及することが必要です。あわせて，空家等の適切な管理が所有

者等の責任であることを前提に，自らの責任で対応を行うよう促す必要があります。

　空家等の発生抑制と適切な管理を促進するため，空家等の段階に応じた総合的な対策を

行います。

　空家等の中には，適切な管理が行われず，地域住民に危険を及ぼし，周辺の生活環境に

悪影響を与えるものもあります。

　特定空家等の判断基準を明確にし，危険な状態にある空家等については，所有者等に対

して適切な管理をするよう助言や指導を行い，行政代執行を視野に入れた勧告，命令等を

行うことにより，地域住民の安全確保や生活環境の保全を図ります。

　空家等を地域の資源と捉え，地域活性化の観点から空家等の有効利用を図ります。改修

が必要なものも含め利活用可能な空家等や空家等を除却した跡地については，定住促進，

地域交流や地域活性化等の観点から，利活用の可能性を検討します。

　また，利活用を促すため，空き家・空き地バンク制度，住宅リフォーム助成制度や耐震

診断・改修助成制度などの充実と周知に努め，空家等の活用や流通を支援するとともに，

建築物を改修し長く使うことで良好な住宅ストックの形成と新たな空家等の発生を抑制し

ます。

　条例では市と市民が協働で取組を進めることが規定されています。空家等の問題は個人

の問題だけでなく地域社会の問題でもあるため，情報を一番多く持つ地域住民と市が連携

を図り，空家等や所有者等についての情報提供を受けるとともに，関係行政機関や住民自

治組織などと特定空家等の情報を共有し，特定空家等の状態を改善するために協力して空

家等の適切な管理や利活用の課題に取り組むこととします。

　また，法には市町村が所有者等による空家等の適切な管理を促進するため，情報の提供，

助言その他必要な援助を行うよう規定されています。このため，市民からの相談ニーズに

対応できるよう，行政内部の関係する部署が連携し，さらに，宅地建物取引業などの関係

事業者や関係資格専門家の団体との連携を図り対応します。

①空家等の段階に応じた対応

②空家等及びその跡地の利活用の促進

③特定空家等に対する適切な措置

④市民や関係機関との連携
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空家等対策に関する基本施策・取組

対応段階 取組項目（例）

発生抑制 まちづくり協議会等との連携した空家等の実態把握

空家等の出前講座・セミナー・相談会の開催

市民意識調査等による意識の把握

流通・利用促進 利活用に関する地区説明会の開催

空き家・空き地バンク制度

地域における空家等・跡地の利活用

適切管理 所有者等への情報提供・所有者等の相談対応

除却に関する支援制度の周知

特定空家等解消 特定空家等の認定

財産管理人制度の活用

11 施策の体系

（１）空家等の実態把握

（２）現地調査と情報収集

（３）市民への啓発と意識かん養

（４）相続登記の推進

基本施策１ 空家等の発生抑制

（１）住宅改修への支援による空家等の活用促進等

（２）空き家・空き地バンク制度による空家等・跡地の活用促進

（３）空家等・跡地の地域での利活用や利活用を促す取組

（４）国の支援措置活用の検討

（５）新しい利活用の検討

基本施策２ 空家等・跡地の流通・利用促

（１）所有者等による適切な管理の促進

（２）所有者等への情報提供

（３）除却に関する支援

基本施策３ 空家等の適切な管理

（１）特定空家等の判断基準

（２）法及び条例に規定する適切な措置

（３）緊急応急措置

基本施策４ 特定空家等の解消

空き家が発生しない取組として数値目標を設定し，達成状況を評価

 市民や関係機関との連携の下，空家等の段階に応じた対策を行うため，４つの施策を展開していきます。

12 各段階における取組と数値目標の設定

 空家等の発生する要因や，発生した空家等の状態は様々です。本計画は，空家等の段階に応じた対策を

実施していくため，それぞれの対応段階において，目標値を定めることとします。
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笠岡市空家等対策計画（第２期計画）　取組内容と期待される効果

内　　　　　容 期待される効果 担当課（案）

基本施策１　空家等の発生抑制

(1) 空家等の実態把握

実態調査の実施 計画策定に必要な空き家の所在やその状態等を把握するために実施した

調査の概要を記載するもの

空き家の所在やその状態等を把握することにより，効果的かつ効率的に

空家等対策を実施することができる。

都市計画課

空家等に関するデータベースの整備 法第11条に基づき，「データベースの整備その他空家等に関する正確な

情報を把握するために必要な措置を講ずる」もの

調査により把握した空家等の所在地を地図上に示すことで，関係部局と

情報を共有することができる。さらに，所在地，現況，所有者等の情報

を一覧表にしたものを作成することで，関係部局と連携した空家等対策

を実施することができる。

都市計画課

(2) 現地調査と情報収集

まちづくり協議会等との連携【新規】 地域の空き家対策として空き家調査を実施するまちづくり協議会等を支

援し，空家等の場所や現状等を地域・行政双方においての情報共有を図

る仕組みを構築し，協働による取組を実現しようとするもの

地域と市が連携し，協働で空家等対策に取り組むことにより，防災や防

犯等の面における空家等に関する地域課題を解決することができる。

定住促進センター・協働のま

ちづくり課・都市計画課

(3) 市民への啓発と意識かん養

ホームページや広報紙での市民への啓発 空家等についての意識を広く市民の間で普及させ，新たな空家等が発生

しないようする管理責任や適正管理を啓発するもの

空家等の適切な管理の重要性や空家等の周辺環境にもたらす諸問題への

関心を広く周知することにより，管理責任や適正管理を市民に意識付け

することができる。

都市計画課

冊子での所有者等の意識かん養 空き家が引き起こす問題，管理責任や適正管理に係る冊子を作成し，窓

口等で配布することにより所有者等の意識をかん養するもの

管理責任と管理不全な空家等が周辺地域にもたらす諸問題などに対する

理解を深めることにより，空家等が特定空家等の状態になるのことを防

ぐことができる。

都市計画課

転出者への空き家管理サービス等の周知 転出により住まいが空き家となる人に空き家管理サービス等を周知し，

適正管理を意識付けするもの

所有者等自身による管理以外においても空き家の劣化，資産価値の減少

による将来的なリスクを軽減することができることを周知し，適切な管

理を促すことができる。

都市計画課

出前講座の実施や関係団体との連携によるセミナーや相談

会の開催【新規】

高齢者を対象に空き家問題等を題材とした出前講座の実施や，岡山県空

家等対策推進協議会構成関係団体と連携したセミナー，相談会等を開催

することより，住まいを適切に引き継いでいくための支援をするもの

空き家が引き起こす問題を身近な問題として捉え，住まいを適切に引き

継ぐことの重要性を理解する機会とすることで，空き家の問題意識を高

めることができ，適切な管理がされていない空家等の増加を抑制するこ

とができる。

関係課

市民意識調査等による市民意識の把握【新規】 空き家対策をより効果的に実施するため，市民の空き家に関する認識を

把握するもの

空家等対策における市民ニーズを把握することにより，空家等対策の取

組に反映させることができる。

関係課

(4) 相続登記の推進【新規】

窓口・通知でのチラシによる啓発【新規】 相続が適切に行われず所有者等が不明確となり，空家等が長期間放置さ

れる事態を防ぐため，相続登記などにより所有者等が確定されるよう，

働きかけるもの

相続登記により権利関係が明らかになり，空家等の適切な管理に関する

責任の所在を明確にすることができ，適切な管理を促進することができ

る。

協働のまちづくり課・税務

課・収納対策課・都市計画課

基本施策／具体的な取組（案）

3-1~3-3

3-4

4-1

KPI

KPI

KPI

※　「基本施策／具体的な取組（案）」欄中の数字は，現計画における章番号と項番号を表す。　例） 4-1　→　第４章１ 1



笠岡市空家等対策計画（第２期計画）　取組内容と期待される効果

内　　　　　容 期待される効果 担当課（案）基本施策／具体的な取組（案）

基本施策２　空家等・跡地の流通・利用促進

(1) 住宅改修への支援による空家等の活用促進等

地区説明会・広報紙・ホームページによる制度周知 各種助成制度を周知し制度を利用することで，住宅市場に環流する良質

な住宅ストックを形成しようとするもの

住宅リフォーム等の制度を周知することにより，制度を利用した良質な

住宅ストックを形成され，空き家の流通・利用促進を図ることができ

る。

都市計画課

既存制度拡充・新設検討 空家等の活用を促す既存制度の拡充や新しい制度を検討するもの より良質な住宅ストックの形成を図ることができるよう，既存制度の拡

充やＤＩＹ補助等の新しい制度を検討し導入することにより，空き家の

流通・利用促進を図ることができる。

関係課

空家等・跡地への民間活力導入の検討 流通の円滑化と民間事業者の事業機会を創出する取組を検討するもの 民間事業者の事業機会を創出することにより，流通・利用促進を図るこ

とができる。

定住促進センター

住宅リフォーム助成金制度【拡充】 耐震基準を満たす住宅等をリフォームする費用の一部を助成することに

より，住環境の向上及び良質な住宅ストックの形成を図るもの

制度を利用して良質な住宅ストックとすることにより，空き家となった

場合においても，流通・利活用することができる。

都市計画課

住宅・建築物耐震診断事業補助制度 住宅・建築物の耐震性を診断する費用の一部を補助することにより，地

震に対する建築物の安全性向上を図るもの

制度を利用して良質な住宅ストックとすることにより，空き家となった

場合においても，流通・利活用することができる。

都市計画課

耐震改修事業補助制度【拡充】 木造住宅を耐震改修する費用の一部を補助することにより，木造住宅の

耐震性を向上させ，地震発生時における減災を図るもの

制度を利用して良質な住宅ストックとすることにより，空き家となった

場合においても，流通・利活用することができる。

都市計画課

(2) 空き家・空き地バンク制度による空家等・跡地の活用促進

地区説明会・広報紙・ホームページ・納税通知書等による

周知

空き家・空き地の有効活用による定住促進・地域活性化を図る取組を周

知するもの

バンク制度を周知することにより，空き家・跡地の流通・利用促進を図

ることができる。

定住促進センター

まちづくり協議会・ＮＰＯ法人との連携による空き家の活

用促進

空家等対策事業に取り組むまちづくり協議会・ＮＰＯ法人と連携し，空

き家バンクへの登録・利用を促進等するもの

まちづくり協議会等との連携し，バンク制度への登録を促進することに

より，地域における空き家の把握とともに，活用促進を図ることができ

る。

定住促進センター

各地域集会等での広報活動 各地域の集会等で，空き家・空き地バンク制度，関連事業を周知し，そ

の活用を促すもの

まちづくり協議会等との連携し，バンク制度等を周知することにより，

空き家に対する地域の意識が高まるとともに，活用促進を図ることがで

きる。

定住促進センター

空き家・空き地バンク制度 空き家・空き地の有効活用による定住促進・地域活性化を図るため，利

用したい方に空き家・空き地の情報を提供しマッチングを図るもの

制度を利用することにより，空家等の活用を促進することができる。 定住促進センター

空家等における家財等処分助成金交付事業 空き家バンクに登録した空き家に残っている家財道具などの処分・搬出

することにより，空き家の利用を促進するもの

制度を利用することにより，空家等の活用を促進することができる。 定住促進センター

空き家バンク活用奨励金交付事業 空家等対策事業に取り組むまちづくり協議会・ＮＰＯ法人と連携による

空き家バンク登録の促進等により，交流拡大・定住促進・地域活性化を

図るもの

制度を利用することにより，空家等の活用を促進することができる。 定住促進センター

空き家バンク物件リフォーム助成金交付事業【新規】 空き家バンクに登録した物件をリフォームする費用を助成することによ

り，空き家の利用を促進するもの

制度を利用することにより，空家等の活用を促進することができる。 定住促進センター

空き地バンク登録促進に係る老朽空き家解体撤去費助成金

交付事業【新規】

老朽空き家の解体撤去費用の一部を助成することにより，空き地バンク

への登録を促進するもの

制度を利用することにより，新たな土地を生み出し市場に流通させるこ

とができる。

定住促進センター

制

度

制

度

5-1

5-2

KPI

KPI

KPI

※　「基本施策／具体的な取組（案）」欄中の数字は，現計画における章番号と項番号を表す。　例） 4-1　→　第４章１ 2



笠岡市空家等対策計画（第２期計画）　取組内容と期待される効果

内　　　　　容 期待される効果 担当課（案）基本施策／具体的な取組（案）

(3) 空家等・跡地の地域での利活用や利活用を促す取組

地域おこし協力隊・若者会議メンバー等との連携・協働促

進

地域おこし協力隊・若者会議メンバー等との連携による空家等・跡地を

利活用した地域活性化の取組を図るもの

地域おこし協力隊等との連携により，地域において空家等・跡地を利活

用する取組を研究・発案・実践し，空家等・跡地の利活用をすることが

できる。

定住促進センター

専門的知見者等の人的支援 空家等・跡地の利活用に関する専門家を派遣するなどの人的支援を行う

もの

専門的な知識や経験を有する者を講師に招くことにより，地域において

空家等・跡地を利活用する取組を研究することにより，空家等・跡地の

利活用を促すことができる。

定住促進センター

地域交流の場の創出，地域活性化のための空家等・跡地の

積極的利活用

空家等・跡地を地域資源として活かし，集会所・交流スペースへの活

用，イベント開催等積極的に活用し，地域活性化を図るもの

地域の活性化を図るとともに，空家等・跡地の活用を図ることができ

る。

定住促進センター

空家等・跡地活用事例等の情報提供 地域独自の取組の参考となるよう，身近な活用事例を情報提供するもの 身近な活用事例を提供することにより，空家等・跡地の利活用を促すこ

とができる。

定住促進センター

(4) 国の支援措置活用の検討

交付金等を活用した対策の検討 空家等及びその跡地について，国の交付金等を活用した対策を検討する

もの

国の交付金等を活用した対策を実施することにより，空家等・跡地の流

通・利用促進を図ることができる。

定住促進センター・都市計画

課

国その他各種団体が窓口の助成制度の情報収集・情報提供 空家等及びその跡地について，市以外が行う助成制度の情報を収集し，

所有者等に提供するもの

所有者等が市以外が行う助成制度を利用することにより，空家等・跡地

の流通・利用促進を図ることができる。

定住促進センター・都市計画

課

(5) 新しい利活用の検討【新規】

シェアハウス，民泊施設，セーフティネット住宅等多面的

活用の検討【新規】

シェアハウス，民泊施設，セーフティネット住宅等多面的な活用方法を

検討するもの

多面的な活用方法を検討することにより，空家等・跡地の利活用を図る

ことができる。

定住促進センター・協働のま

ちづくり課・都市計画課

ウィズ・コロナ時代に対応した活用の検討【新規】 テレワークスペース，ワーケーションスペース，サテライトオフィス等

としての活用を検討するもの

多面的な活用方法を検討することにより，空家等・跡地の利活用を図る

ことができる。

定住促進センター

5-3

5-4

KPI

※　「基本施策／具体的な取組（案）」欄中の数字は，現計画における章番号と項番号を表す。　例） 4-1　→　第４章１ 3



笠岡市空家等対策計画　取組状況 ※令和３年度は，令和３年11月30日現在

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 担当課

－ － － ＨＰ掲載 ＨＰ掲載 都市計画課

未実施 窓口又は郵送（随時） 窓口又は郵送（随時） 窓口又は郵送（随時） 窓口又は郵送（随時） 都市計画課

未実施 未実施 チラシ啓発（転出時） チラシ啓発（転出時） チラシ啓発（転出時） 都市計画課

37件 25件 12件 33件 11件 都市計画課

同上 同上 同上 同上 同上 都市計画課

認定1件 認定2件 認定8件 認定10件 認定9件・勧告1件 都市計画課

－ － － － 実施（ＨＰ掲載） 都市計画課

実施 実施 実施 実施 実施 都市計画課

契約21件 契約53件 契約50件 契約51件 契約29件 定住促進センター

－ － － 実施（ＨＰ掲載） 実施（ＨＰ掲載） 都市計画課

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 協働のまちづくり課

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 都市計画課

検討 検討 － － － 関係課

－ － 認定12件 認定16件 認定2件 定住促進センター

項目／現在の取組

4 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

4-1 所有者等の責務及び適切な管理についての周知啓発

ホームページや広報紙での市民への周知

冊子での所有者等への周知

窓口でのチラシによる啓発（転出・相続登記）

4-2 所有者等による適切な管理の促進

文書等による管理の促進

所有者への情報提供

調査（特定空家の判定）・所有者等への改善指導【取組方針 (1)】

4-3 所有者等への情報提供

市内事業者の情報提供（修理・解体・売買等）

相談窓口の情報提供（県空家等対策推進協議会構成団体）

空き家バンクによるマッチング

空き家等の管理サービス等に係る情報収集・情報提供

各専門分野等との連携協議【取組方針 (3)】

4-4 除却に伴う税負担の軽減検討

特定空家等除却後に係る税額上昇緩和制度の検討

老朽空き家等解体撤去に係る固定資産税等相当額一部助成制度

※　「項目／現在の取組」欄中の数字は，現計画における章番号と項番号を表す。　例） 4-1　→　第４章１ 1



笠岡市空家等対策計画　取組状況 ※令和３年度は，令和３年11月30日現在

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 担当課項目／現在の取組

実施（広報・ＨＰ） 実施（広報・ＨＰ） 実施（広報・ＨＰ） 実施（広報・ＨＰ） 実施（広報・ＨＰ） 都市計画課

検討 検討 検討 検討 検討 関係課

検討 検討 検討 検討 検討 定住促進センター

住宅リフォーム助成金制度 237件 225件 218件 191件 158件 都市計画課

住宅・建築物耐震診断事業補助制度 1件 2件 2件 6件 ９件 都市計画課

耐震改修事業補助制度 0件 0件 0件 1件 ２件 都市計画課

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

実施 実施 実施 未実施 未実施 定住促進センター

空き家バンク制度 登録57件 登録66件 登録72件 登録64件 登録52件 定住促進センター

空家等における家財等処分助成金交付事業 6件 25件 13件 15件 13件 定住促進センター

空き家バンク活用奨励金交付事業 延べ2団体 延べ2団体 延べ6団体 延べ6団体 延べ6団体 定住促進センター

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

実施 実施 実施 実施 実施 定住促進センター

先進地の空家等活用事例等の情報提供 未実施 未実施 未実施 未実施 実施 定住促進センター

検討 検討 検討 検討 検討 関係課

実施 実施 実施 実施 実施 関係課

社会資本整備総合交付金　空家再生等推進事業（除却タイプ） 検討 検討 検討 検討 検討 関係課

社会資本整備総合交付金　空家再生等推進事業（活用事業タイプ） 検討 検討 検討 検討 検討 関係課

空き家対策総合支援事業 検討 検討 検討 検討 検討 関係課

実施 実施 実施 実施 未実施 定住促進センター

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 定住促進センター

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 都市計画課

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 商工観光課

－ 実施（HP掲載） 実施（HP掲載） 実施（HP掲載） 実施（HP掲載） 定住促進センター

5 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項

5-1 住宅改修への支援による空家の活用促進等

地区説明会・広報紙・ホームページによる制度周知

既存制度拡充・新設検討

空家等の活用検討

5-2 空き家バンク制度による空家等の活用促進

地区説明会・広報紙・ホームページ・納税通知書等による周知

まちづくり協議会・ＮＰＯ法人との連携による空家等の活用促進

各地域集会等での広報活動

5-3 空家等の地域での利活用や利活用を促す取組

地域おこし協力隊・若者会議メンバー等との連携・協働促進

専門的知見者等の人的支援

地域交流の場の創出，地域活性化のための空家等の積極的利活用

5-4 国の支援措置活用の検討

交付金等を活用した対策の検討

国その他各種団体が窓口の助成制度の情報収集・情報提供

5-5 中古住宅流通促進の取組の検討

中古住宅の流通促進の取組検討

5-6 他の施策との連携

駅周辺における空家・跡地の有効活用検討

笠岡諸島における観光客をターゲットとした空家の利活用

5-7 空家の利活用の募集

空家利活用の事例調査・アイデア募集

制

度

制

度

制

度

※　「項目／現在の取組」欄中の数字は，現計画における章番号と項番号を表す。　例） 4-1　→　第４章１ 2


